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米金融機関で広がるファミリーガバナンス・サービス

親族の問題を統治する
　米国の総合証券会社や大手銀行
では、富裕層の顧客に対して「フ
ァミリーガバナンス」に関する助
言などのサービスを提供するとこ
ろが増えている。
「ガバナンス」（統治）といえ
ば、日本だけでなく本家の米国で
も、最近は米国企業改革法（SOX
法）に象徴される「コーポレート
ガバナンス」（企業統治）を真っ
先に思い浮かべる人が多い。
　これに対し「ファミリーガバナ
ンス」は、米国の専門家でも、

「いまだ統一的な定義はない」注1

ほど比較的新しい概念である。こ
こで「統治」の対象となるのは、
文字どおり「家族」や「親族」の
問題である。しかし、「家族統
治」と直訳してみたところで、語
感のみから意味を想像するのは容
易ではないだろう。
　以下、米国で徐々にだが着実
に、総合証券会社や大手銀行の富
裕層向け新サービスとして定着し
てきたファミリーガバナンスを中
心に、その概観を紹介したい。

超富裕層向けに限定
「ガバナンス」という言葉はさま
ざまな状況で使われるが、多くの
場合、共通点がある。利害関係の
ある当事者間で、グループとして
何らかの意思決定が求められ、そ
の意思決定を円滑に遂行するため
の仕組みや環境づくりが重要な課
題であるという点である。
　ファミリーガバナンスも例外で
はない。そこでの中心テーマは、
家族や親族というグループに属す
るメンバー間の意見の相違や利害
関係を調整する、意思決定や遂行
のあり方である。その意味で、フ
ァミリーガバナンスとは、富裕層
に固有のものというより、本来
は、より裾野の広い、多くの人々
がかかわっている身近な意思決定
をも対象に含むものである注2。
　たとえば家族が風呂に入る順番
をルール化する、あるいは年１回
の家族旅行の行き先を決めるなど
の家族会議のテーマや意思決定の
プロセスも、厳密には広義のファ
ミリーガバナンスの範疇に入る。
　しかし、家族や親族間の意思決

定に第三者の助言が必要となる
と、統治対象の集団や状況設定は
おのずと限定される。しかもそれ
が金融機関のサービスとして提供
される場合は、一定規模以上のお
金にまつわる話になりやすく、対
象が富裕層に絞られるのは自然な
ことだろう。事実、総合証券会社
や大手銀行は、大口個人顧客向け
の限定サービスとしている。
　一方、ファミリーガバナンス
を、中小企業を含むファミリービ
ジネスのコーポレートガバナンス
と重ねてとらえる向きもある。し
かし同族企業のオーナー経営者だ
けがその対象ではなく、先祖から
の共有財産をめぐる子孫の管理に
かかわる場合もあれば、上場企業
のサラリーマン経営者が巨額の報
酬で蓄えた遺産をめぐる子世代間
の調整にかかわるものもある。
　端的にいえば、資産家一族が数
世代、数家族にまたがって直面す
る共通的な課題の克服と意思決定
をサポートするのが、金融機関の
提供するファミリーガバナンス・
サービスの特徴である。
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外部専門家との連携
　ファミリーガバナンスのサービ
ス形態は、社内または外部の専門
家によるセミナーの開催や個別相
談の形で提供されることが多い。
　たとえば最近では、財産管理に
関する投資手法や、信託などの金
融関連サービスに関する富裕層向
けの集中セミナーにおいて、親族
間の価値の共有や軋轢の軽減を図
るため、心理カウンセラー出身者
などの専門家による講習が組み込
まれることもしばしばある。
　大手総合証券会社のメリルリン
チのように、有力な大学と提携
し、超富裕層顧客のために専用の
合宿プログラムを提供する例もあ
る。また、証券会社や銀行から委
託を受けた外部専門業者が、親族
間の価値観や問題意識のすり合わ
せ、あるいは共有を図るために集
中合宿を設定するなど、意思決定
を円滑化するための機会を提供す
ることもある。
　外部専門業者への手数料は、１
回のイベントで少なくとも１万〜
２万ドル前後といわれるが、費用
は証券会社や銀行が負担する。金
融機関の狙いは、ファミリーガバ
ナンス・サービスも含めた富裕層
顧客の固有のニーズにワンストッ
プの窓口として対応し、最終的
に、本業である顧客への金融サー

ビスを一層深化させることにある。

非金融的なサービスで差別化
　富裕層向けのファミリーガバナ
ンス・サービスが注目される理由
の一つとして、それが非金融的な
付加価値の提示による差別化戦略
の一環であることが挙げられる。
　そもそも金融商品は、開発や導
入の速さで競っても、顧客にとっ
て意味のある差異を継続的にもた
らすことが難しいコモディティ

（定番商品）である。特に富裕層
向けの取引では、外部調達も総動
員してあらゆる先端金融商品が提
供される「オープンアーキテクチ
ャー」化がきわめて進んでおり、
商品自体の魅力で他社との違いを
打ち出す余地は小さい。
　それゆえ、金融以外の面で富裕
顧客の固有のニーズに応えること
で関係を深化させようとするアプ
ローチが展開されやすい。
　米国の超富裕層一族にとって、
財産分与をめぐる摩擦や軋轢の調
整は、資産家ゆえに直面する固有
の悩みである。また、いわゆる

「銀の匙」を口にくわえて生まれ
た超富裕層一家の子供は、家庭や
生活環境が一般家庭と大きく異な
るため、人格形成期の子育てには
特段の配慮が必要だといわれる。
　こうした固有ニーズに対応すべ

く、米国の大手銀行などでは社内
に家庭問題専門の心理療法士を抱
え、超富裕層向けのカウンセリン
グに当てる動きが1990年代から見
られた。ファミリーガバナンス・
サービスの広がりも、そうした非
金融的なサービス強化の延長線上
ととらえることができる。
　これらの非金融的なニーズは、
ロックフェラー家などの大財閥で
はすでに確立された対応法がある
だろうし、金融機関のできること
も限られるだろう。しかし、起業
やIPO（株式の新規上場）などで
現役世代が財を成したベビーブー
マー新興富裕層には、次世代への
財産承継の本格的な到来を前に、
ファミリーガバナンスへの満たさ
れぬニーズがある。米国の銀行に
とって、それは顧客関係を深化さ
せる機会を意味する。
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